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①県の特徴
• 2009年頃から、
気候変動適応に
取り組んできた
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2009年3月 2010年4月 2012年2月 2015年5月 2016年3月 2018年12
月

埼玉県地球
温暖化対策
実行計画と
温対条例に
適応策を明
記

埼玉県環境
科学国際セ
ンターに温
暖化対策担
当を設置す
るとともに、
環境省S-8に
参画

県 庁 内 に
「適応策専
門部会」を
設置

埼玉県地球
温暖化対策
実行計画を
改訂し、適
応策を充実

埼玉県適応
計画（地球
温暖化への
適応に向け
て～取組の
方向性）を
策定・発表

12月1日の法
施行に合わ
せ、埼玉県
環境科学国
際センター
を地域気候
変動適応セ
ンターに位
置づけた。

研修会

予測情報の提供

適応策の
主流化
適応策の
順応的推進





②適応センター設置の経緯
• 気候変動適応法公布後から適応センター設置の検討を始め、施
行と同時に適応センターを設置した。

• 県温暖化対策課（緩和策・適応策の担当課）及び環境政策課
（環境部主幹課）及び弊所から設置についてボトムアップで検
討を行った。

4



③これまでの取組み、今後の取組み
• 以前からの継続的な取組み

• 環境研究総合推進費S-8、文部科学省SI-CAT（RECCA）などを通じた、
気候変動適応に関する情報収集、情報共有、県庁内での取組みの機運
醸成

• 設置後の取組み
• SAI-PLAT（埼玉県気候変動適応情報プラットフォーム）の開設
• 気候変動サイエンスカフェの開催（今年度３回）

• 今後の取組み
• 埼玉県気候変動影響評価報告書の改訂
• 県民向けパンフレットの作成
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埼玉県の気候変動適応策の推進体制

情報提供などの支援
県内の将来予測情報
県内の気候変動影響情報
適応策に関連する事例

埼玉県環境科学国際センター
地域気候変動適応センター

温暖化対策課

国立環境研究所 環境省

地域の研究機関等
埼玉県農業技術研究センター、

熊谷地方気象台、
立正大学、日本工業大学、 など

国の研究機関等

庁内関係課
土地水政策課、消防防災課、大気環境課、みどり自然課、保健医療政策課、健康長寿課、
農業政策課、生産振興課、森づくり課、農村整備課、農産物安全課、道路環境課、
河川砂防課、都市計画課、企業局水道管理課

連携

連携

連携

【庁内連携体制】埼玉県地球温暖化対策推進委員会_適応策専門部会

技
術
的
支
援

情報提供・共有 情報提供・共有

県内の市町村
（適応計画策定の努力義務）

事業者・県民

情
報
の
共
有

連携
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地域気候変動適応センターの設置により見込む効果
市町村
 市町村適応計画策定
 住民への適応関係情報の発信
 市町村インフラの積極的改修
 災害対策の強化

県民
 気候変動適応の理解醸成
 自らできる適応策の実施（家族の熱中症対策、豪雨対策）
 省エネなど自らできる緩和策の実施
 県・市町村の適応策への協力

企業・団体
 気候変動適応の理解醸成
 SDGs、ESG投資等への取組強化
 適応策関連ビジネスへの取組・投資
 脱炭素経営の取組
 従業員の作業環境改善
 災害対応、BCP対策等への取組強化

地域気候変動適応センターの
情報提供・支援

●webサイトによる情報発信
●気候変動レポートの作成、配布
●セミナーの開催
●出前講座の実施
●サポートデスク



⑤適応センターの運営等での課題
• 全国初の適応センターということもあり、国や自治体など関係
各所からの問合せが多く、その対応が…

• 競争的研究資金（環境研究総合推進費、文科省SI-CAT・科研
費）により、資金面の補強、外部からの情報収集

• 継続的な予算の裏付けがない
• A-plat作成以前から取り組んでいたため、まだA-platを有効活用でき
ていない（積極的に活用したい）
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⑥適応センターの設置のメリット
• これまであまり力を入れてこなかった、県民・県内市町村・事
業者へ向けた情報発信を行うきっかけとなった
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